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1.　は じめに 都市型 震災の特徴 は都市 を形成す る人の活動 、活動 のための都 市空間 さらに都市 機能が同

時 に地震動の影響 を受 け るところにあ る。その ため、多様な 被害の同時発生 ・波及 ・相 互影響 とい う性質 を

持 ち、その予測 ・防止 ・軽減の ためには、多 角的な分析 を行 う必要が ある。本研究 では、地震災害 の被害 の

諸様相間の相互作 用を一貫 して捉 え 、それ ぞれを体系 的に定量化す る方法 を開発 する。 この とき、対象 とす

る地域 をい くつかの中区域 か らな る金沢市 市街化区 域 として 、地震 災害に よる種 類別地域別 の危 険度 を、過

去の被 災事例に基づ いて可 能な限 り定量 的に 、しか も各中区 域について相対 的評価がで きる方 法を考 える。

ここで中区域 とは、町丁が10程 度集 まっ た区域 の ことで あ り、ほぼ小学校 区の規模 に相当す る。なお本 研

究 では,危 険物の落下 と車両破壊 危険度を中心 に報告 する。

2.　危険度評価法 の概要

(1)　 危険度評 価の定式化 本研究 では、太田等 の手法1)を 参 考に して 、 「地震災害 は地震 動強 さと地 域

の持つ環境-地 域特性-と に よって一意 的に決定 され る」 との前 提に立ち 、地 震災害の危 険度評価 という問

題 を定式化 し、具体 的な評価を試 みる。地震 によって発生す る多様な被害yiを 、地震動 の強さS、yiに 関

わ る地 域特性Xi及 び 時系列上で それ以前 に発生 す る(i-1)個 の被害{yi}に よ り表す ことが できる と

考え る。また、地域特性XＩ をこれを規定 する指標群{ξij}に よって表 す と、次のよ うに定式化 で きる。

本 研究では、{yi}を あ らか じめ設定 した標準 の地域(対 象全地域の平均 特性 を持つ地 域)に 対す る被 害

発生の相対的危 険度 と定義 し、関数形{fi,gi}を 四則演 算式で簡潔 に合理的 に表現 す るよう試 みた。

(2)　 地震被害 様相 被害様 相相互の

関連を地域特性 を含めて なるべ く簡潔 に

示そ う と試みたのが 【図1】 で ある。こ

の図 は、左か ら右 へ地震災害発生 の流れ

を示 してお り、時系列 に対応 して左 から

右 へ一方向 にのみ被害が生 じるもの と考

えて いる。

(3)　 特性値 と危険度 の評価式 地域

を性格 づけ る多 くの特 性量の中か ら、地

震災害 の発生の原 因とな りこれ を加速 し

拡大あ るいは抑 制す る要 因を選 別 して 、

さ らに これ らに関連す る指標 群を抽出 す

る必要 がある。 ここで は以上の ような観

点 に基 づき、10個 の地 域特性を設定 し、

地 域特性値 と危 険度 の評価式 を、その設 図1　 被害様相と地域特性の相互関連 を示すフローチャー ト

定 の根拠 とともに 【表1】 に示 した。特性値 ・危 険度 とも 、予 め設定 す る標準 中区域の場合 が1に な るよう

基準化 している。危険度の式 中の係数は 、過去 の地震 災害 のデー タ等 を参考 に して定め た引 き金とな るそ れ

以前の被害群 の当該被害 への各寄 与率 を意 味す る。
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3.　評価式の例

(1)　 落下危険物(窓 ガ ラス)の 特性値 と落下 危険度 落 下危険物 として 、一般建物 か らの窓ガラ スの 破

壊落下を取 り上 げる。窓ガ ラスの落下危険度 は、建物の建 設年代、建物の構造 、建物の 道路に面す る面積 比

や、窓 の取 り付 け方 の違 いな どに よって異 なって くる。落下 危険度の指標 を以 下の ように設定す る。

ξ7ij:各 町丁内の建物 の建設経過年 数の違 いによる危険度の比

建設年代 を昭和53年 以前 と、昭和54年 以降 ～昭和57年 まで と、昭和58年 以降に分 け る。 これは、昭 和53年 以

前は硬化パテ 、それ以降 は弾 力あ るパテ を主 として 使ってい るということ と、昭和57年 に新耐震設 計法が施

行 され たことに よって建 物の耐震強度 が全 体的 に向 上 し、地震 時の層 問変位が 小さ く押 え られるよ うにな っ

た ことによ り、 これ ら(昭 和54、57年)を 節 目として窓ガ ラスの破 壊危険度 が異な るもの と考 え られ るか ら

で ある。 ξ72i:建 物 の構造別 による危険度 の比

建物の構 造をRC・SRC造 とS造 に大き く分類 す る。構造 種別に よる危 険度 の違 いは 地震時の最大層間 変

位の違 いによって判定 す る(層 問 変位が大 きいとガ ラス は割 れやす い)。 最大 層間変位 はRC造 で は1/100

～1/200(壁 の量 の多少 に よる)、S造 は1/70で あ る。

ξ73i:建 物 の道 路に面す る面積の比

建物 の高さが高 いほ ど、あ るいは道路に面 する距離 が長 いほ ど、窓ガ ラスの破壊 による危険度 は大 きいと考

え られ る。 ここでは 、平均建 築面 積の平方 根に平均 階数 を掛 け合 わせたものの 、標 準町丁 におけるそれに対

する比 とす る。平均建築面積 と平均階数 は、S造 とSRC・RC造 の平均値 を用 いる。

ξ74i:窓 の種類に よる危険度の比

窓が引 き違 い戸で あるか 、はめ殺 し戸で あ るかの違 いであ る。地 域に よる窓の 取 り付け方のデ ータはないの

で 、建物 用途に よ り推定 す る。建物用途 に よるはめ殺 し戸 を持つ建物の割合 を、集合住宅 では10%、 事 務所 、

商業建築 では30%程 度で あ るとし、これ らの用途別 建物棟数 に基づいて算出 す る。

ここでは、商業建築 とは、飲食店 、デパ ー ト、娯 楽施設 とした。

ξ75i:総 棟数 の標 準町丁 におけるそれ に対 す る比

(2)　 道路利用特 性と車 両破壊危 険度r車 両破 壊の可能 性は 、車両密度 と事故発生 率に比例す る」と考

える。 そ こで 、r車 両 の破壊」 に関わ る指標 と して 、r車 両密度=総 車両 面積/車 道 面積」 と 「事故発 生

率」を選定す る。車両破壊 は、r幹 線道路 」上 での 「車 同士の衝突 による破壊 」に限定す る。道路 または交

通量に関す るデ ータは、幹線道路 につ いて は比較的容易 に入 手で きるが、生活道 路に関す るデ ータは整理 さ

れてい るデ ータが少な いため、評価が難 し くな る。そこで、幹線道路 に関 して は、地図 か ら計測 や交通量調

査な どの直接 的なデー タを利 用 し、生活道 路に関 しては、簡略 的な推 定に よ り求めたデ ータを利用 する。

まず 、車両密度 について考え る。車両面 積は車種 に よって ある程度決 まるの で車両ご とにその値を定め る。

この値 に、車種別の中区 域内通行車両数 を掛 け合 せて通行車両 面積を算出 する。 ここで 、中区域内通行車両

数 は、交通量(台/時)を 車両の 平均速度(幹 線 道路で40k雛/時 とす る)で 除す ことによ って単位長 さあた

りの車両数(台/km)を 求め 、それに路線の長 さを掛け合せ て路線上の車両 数 を求め 、それ らを中区域内 の

各路線 について合計す ることによ って求め られ る。

「車両密度 」につ いては ［通行 車両面積/車 道 面積］ によって算出す る。

ξ61:標 準中区域 の車両密度 に対す る当該中 区域 の車両密度の 比

「事故 発生率」 については地震時のデー タがな いの で、過去の平 常時におけ る車両被害デ ータか ら、車両 の

種類 ごとに事故発生率 を定め、普通車の場 合 を標準(=1)と して基 準化 した。この値 に車種別 の通行車 両

数 を乗 じて 、 「車 両の被害発生の 可能性 」 を表わ す指標値 を設定 す る。

ξ82:標 準 中区域に おける車両同士の衝突 に よる被害 発生 の可能性 を基 準に した 、当該中区域のその

被 害発生の可能性 の比
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4.　評 価式 の適用

(1)　 適用 対象 金沢 市を48の 中区域に分割 し、危険度評価 の対 象地域 と しては、ほぼ市街化 区域を網

羅 する ように、 その中か ら、23の 地域を選ん だ。

(2)　 評価の結果 と

考察 地震

動の強 さを標準 「震

度V0」 とした と き

の各危 険度yiの 評

価結果 を 、対応 す る

特性 値Xiと ともに

【図2】 に示 した。

各危険度 と しては 、

標準地 域の面積に換

算 した標準 面積 当た

りの 「密度 としての

yi」 の計算値 が示

してあ る。評価 に当

たって は、中区 域を

構 成す る町丁毎 に ま

ず各値 を求め 、評価式 に応 じた重み を乗 じた総和 を導 き、

全中区域 の平均値 が1に なる よう基準化 した 。

また 、危険物 の落下危険度 と車両破壊危険 度の リスクマ ッ

プ を 【図3】 、 【図4】 に示す。

これ らの図よ り次の ような分析 ができる。

A.落 下危険物 落 下危険度 が大きいの は、片 町地区

(中区 域番号11)、 長 町地区(同12)、 尾 張町地 区(同13

)で あ る。これ らの 地域は 、市の 中心部で あ り、一般建物

密度 が高いため 、落下特 性値が大 き くな る。また、藤江地

区(中 区域番号42)、 畝田地区(同43)、 金 石地区(同44

表1　 地域特性 と地震災害危険度の評価式(そ の1)

［注 ］x1=全 中区 域の 平均 値

x0=X9H+x9B+x9V

X10=X10R+X10V+X10B+X10H

表1　 (その2)

)は 地 盤が軟弱 な うえ、地盤液状 化の影響 を受 けて地盤破壊 の危険性 が大 きい 。このため 、地盤の揺れが大

き くな り、窓ガ ラスの落下の危 険度 は大 き くな る。天神 ・旭 町地区(中 区域番 号15)、 涌波地区(同17)、

笠 舞地区(同18)は 比較的安全 とな る。 これ らの地域 は、地盤が比較 的強 く、建物密 度 も平均的な ため危 険

度は小 さ くなった。平和 町地区(中 区域番 号25)は 公 営アパー ト群 のデー タが 足 りない ため 、危険度 が小 さ

くな ったものと思われ 、今後 、デー タの収 集、補充 を行 な うことが課 題 として残 る。

B.車 両破 壊危険度 【図2】 よ り、藤 江地区(中 区域番号42)の 道路利用 特性値が 高いことがわかる。

この地 域は、国道8号 が あ り、交通量が多 いためで ある。同 じ理 由で西金沢地 区(中 区域番号32)の 特性 値

も高い。車両破壊危険度 を 【図4】 に示 す。車両破 壊危険度 に最も影響 を与 え るのは、道 路利 用特 性値 と道

路破壊 の危険度 で ある。 このため 、これらの危険度 の高い藤江 地区(中 区域番 号42)が 車両 破壊危険度が大

き くなってい る。また、藤江地区 は落 下危険物の危 険度 も標準 よ り大 きい。また 、それ に次いで車両破壊 危

険度の 大 きいの は片 町(中 区域番号11)、 長町(同12)、 尾張 町(同13)で あ る。これ らの地域は 、市の 中

心 部であ り、交通 量が多 く、また、落下危険物 の危 険度 が非 常に大 きいためで ある。危 険度 の小さ い地域 と

しては笠舞地区(中 区域番号18)、 泉野地区(同23)、 長坂 ・平和町地区(同25)が 挙 げ られ る。 これ らの
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地域は 、住宅地 であ り、道 路破壊危険

度 、危 険物 の転倒破壊 の危 険度、落下

危険物の落下危 険度 、道路 利用特性値

の いず れも標準 より小 さな値 とな って

い るため 、車両 破壊の危 険度 は小 さ く

な って いる。

今回の評価 では 、幹線道 路面積の 大

きい地域 は正 しく評価 された と思 われ

る。 しかし、生 活道路の 指標値の計算

に推定式 を用 いた ため 、幹線道路面 積

の小 さい地域 では、推定方 法の影響 が

出て きた。すなわち 、道 路利用特性 値

が中区域の面積 に よって決 ま るという

結果に なった。生活道路 について も、

詳細なデー タを入手 して、再度評価 し、

今回の 評価結 果 との比較 を行な うこと

で 、推 定式 の妥 当性 を考 える ことが必 要であ る。

図2　 各危険度と地域特性

5.　 おわ りに 都市空 間にお いて、設定 した地震 被害様相 に関わ る危険要 因の量 を、その危険の質 を考 慮

して数 量化 す る方法 に基 づ き加算 し、さ らに被害発 生の時系列 上の関連性 を取 り入れて 、被害の諸様相 に関

わる各危険度を 、簡潔 性 と合理性 と被害量 との対応 に配慮 しつつ 、地域 ごとに相対的 に定量評価 する方法 を

提案 した。適用例 によれば、特性値 と危険度 の評 価結果 は地 域の実情 をよ く反映 してお り、危険度相互の 量

的な関係もほぼ適切 に表 現されて いることか ら、本 評価法の 妥当性 と有効性 を確認 した。

図3　落下危険物の地震災害危険度 図4　 車両破壊の地震災害危険度
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